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論文題目 20 世紀前半のアメリカにおける団体的軍人福祉国家の形成と展開 

氏  名 中村 祥司 

 

本論文は、20 世紀前半期のアメリカにおける軍人福祉国家の形成・展開過程について、

国家と社会的団体の関係を軸に明らかにする。20 世紀前半は、アメリカにおいて戦争に従

軍した兵士や遺族に対する国家的支援が拡大した時期であった。傷病兵や死亡兵遺族を対

象とした連邦政府からの支援は、両大戦間期を通じて健常帰還兵へと拡大された。とりわけ

1944 年復員兵援護法（Servicemen’s Readjustment Act of 1944）の成立を通じて、兵役を条

件とした国家的支援が誕生することとなった。このような軍人に対する支援の拡大は、退役

軍人の組織化の結果として捉えられてきた。南北戦争後に結成された共和国軍人会（Grand 

Army of the Republic）、そして 1919 年に誕生したアメリカ在郷軍人会（American Legion、

以下在郷軍人会）を始めとする退役軍人団体は、戦没者追悼、愛国運動、そして退役軍人支

援の要求に代表される社会的な運動を展開していった。退役軍人利害による退役軍人運動

（veterans’ movement）が、アメリカにおいて復員兵への支援体制を構築する原動力となっ

ていたのである。とはいえ、こうした退役軍人中心的見方のみから、20 世紀前半期に達成

された復員兵への国家的支援の拡大を語ることはできない。というのも、彼らに対する諸種

の支援には、労働組合、福祉団体、経営者団体、そして公民権団体を始めとする、多様な社

会的団体が関係していたのである。そこで本論文は、両大戦間期から第二次大戦後のアメリ

カを対象として、多様な団体や組織が、復員兵に対する国家的支援の成立・運営過程に関与

する団体的支援体制という観点から、退役軍人福祉の発展過程を考察する。 

本論文は以下に示す三部・9 章立てから構成される。 
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（以下省略） 

 

各章で考察した内容は以下の通りである。第一部では両大戦間期に展開された退役軍人

福祉の拡大要求に関して検討した。第 1 章は、1920 年代前半を素材に、1924 年に成立した

世界大戦調整補償法（World War Adjusted Compensation Act of 1924）の立法過程を検討し

た。ここでは、健常帰還兵へと国家的な支援を拡大する際に、労働組合が関与した点、そし

て 1920 年代の前半から通貨膨張を望む中西部の利害が、退役軍人福祉に支持を表明してい

た点が確認された。続く第 2 章では、1936 年調整補償償還法（Adjusted Compensation 

Payment Act of 1936）の成立過程を分析した。同法の立法過程においては、退役軍人の組

織化運動のほかに、第一次大戦の復員兵に対する国家的な支援の拡大と通貨膨張政策を関

連づけた、南部と中西部の農民および同地域選出の連邦議員が、草の根レベルの支援ネット

ワークの構築から連邦議会における議論において、重要な役割を果たしていた点が解明さ

れた。そして第 3 章では、両大戦間期の経験を通じて、連邦政府が第二次大戦の復員問題の

解決に向けてどのような計画を立案していったかを分析した。検討対象は、1944 年復員兵

援護法の成立過程と、同法がほかの社会政策の立法過程に与えた影響に関してである。すな

わち、第二次大戦期にアメリカは忠誠と軍事奉仕に基づく国家的支援を整備したが、この支

援は、ほかの社会政策の発展を抑制するかたちで戦後アメリカにおいて持続していった。以

上の考察を通じて、退役軍人の組織化や政治的活動を強調してきた先行研究に対して、退役

軍人福祉の発展過程における多様な団体の役割を浮かび上がらせた。 

第二部では、第一部で検討してきた、健常帰還兵を包摂した退役軍人支援が、その運営に

おいて、ほかの社会的団体とどのような関係のもと、展開されてきたかについて検討した。

第 4 章では、雇用と企業内訓練の政策局面において、労働組合が退役軍人支援の拡大に抵

抗していた点を指摘した。ここにおいて析出されるのは、退役軍人利害が労働組合の活動に

制限されていた点である。戦後の労組は、組織的な利害を確保するべく、退役軍人福祉を既

存の制度の枠組みに押し込んでいくことに成功したのであった。一方第 5 章では、教育支

援や失業補償の政策局面においては、退役軍人への国家的支援の拡大がむしろ労組の利害

と合致していた点が解明された。さらに、連邦プログラムの欠陥を補うために、労働組合は、
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各州政府が独自に実施した州支援施策の拡大を求めて活動し、また一定の成果を収めてい

く過程が明らかにされた。そして第 6 章では退役軍人支援の「排除」の側面に関して議論し

た。同章においては、新たに退役軍人庁の人事部に関わる一次史料の分析を通じて、公民権

団体に代表される社会的団体の圧力、そして同庁の組織的な戦略から、徐々に退役軍人福祉

行政の差別是正に向けた取り組みが開始されていく様子が分析された。このような議論か

ら、第二部は、退役軍人福祉はその運営過程において、多様な利害の影響を受け、かつ外部

的な環境に合わせて、その内容を徐々に変更させていった点を指摘した。 

そして第三部は、軍人福祉国家と社会との関係を論じることで、第二次大戦後のアメリカ

における退役軍人への支援が、多様な機関・組織を関与させる運営方式のもとで、展開され

ていたことを明らかにした。第 7 章では、まず復員兵への住宅支援に関して検討した。とり

わけ同章では、トルーマン政権期に実施された退役軍人緊急住宅計画（Veterans’ Emergency 

Housing Program）が、各地方に設置された緊急住宅委員会を通じて多様な地域利害を計画

に包摂しながら、退役軍人に対する住宅支援を行っていた点が論証された。そして続く第 8

章と第 9 章では、復員兵やその家族に対する情報支援事業に焦点を当てた。とくに第 8 章

では、情報支援事業の全国的な計画・調整において、連邦政府は次第に全国社会福祉協議会

（National Social Welfare Assembly）にその役割を委任していた事実が論じられた。また第

9 章においては、地方における実際の情報支援事業が、各自治体に設置された情報支援セン

ターに、地域の多様な社会的団体や政府機関が参加することを通じて進められていた点が

析出された。上記の分析を通じて、第三部は、第二次大戦後のアメリカにおける退役軍人へ

の支援が、中間機関への権限の委譲と、同機関を通じた多様な団体の参加のもと、実施され

てきたことを明らかにした。 

本論文では、20 世紀前半のアメリカにおける軍人福祉国家の形成・展開過程を、国家と

社会的団体との関係から検討することで、退役軍人に対する国家的な支援には、多様な組織

や団体が、対立と協調をはらみながらも参加していた点、そしてアメリカにおける退役軍人

福祉は、連邦政府が、復員兵個人の生活に対して直接的に介入するのではなく、むしろ多様

な社会的団体や機関を支援体制のなかに組み込むかたちで展開されてきた点を明らかにし

た。 


